
2020年の雇用・失業情勢は、感染症の影響により幅広い産業で経済活動が抑制されたこと
で、有効求人倍率の大幅な低下、就業者数の大幅な減少、完全失業率の上昇のほか、非労働力
人口の増加などの動きがみられた。2021年に入り、経済社会活動が徐々に活発化し、日本経
済が感染症の影響から持ち直しつつある中、完全失業率は2021年平均で2020年から横ばい
の2.8％、有効求人倍率は前年差0.05ポイント低下の1.13倍となった。一方、経済社会活動
や個人消費は一進一退の状況が続いており、雇用・失業情勢の改善状況も一定ではない。ま
た、経済社会活動の抑制措置が「宿泊業，飲食サービス業」など、特定の産業分野に集中的に
行われてきたことなどから、その改善状況は産業ごと、職種ごと等に細分化してみると様相が
異なる。
本章では、こうした2020年から続く感染症の影響からの改善状況を含め、2021年の雇用・
失業情勢について概観する。

	 第１節	 雇用・失業情勢の概観
●雇用・失業情勢は長期的に改善傾向で推移していたところ、2020年は感染症の影響により
弱い動きとなったが、2021年は新規求人に持ち直しの動きがみられた
雇用・失業情勢の改善傾向と感染拡大後の動向について概観する。
第１－(２)－１図は、新規求人倍率、有効求人倍率、正社員の有効求人倍率及び完全失業率
の推移である。リーマンショック後の2009年以降、新規求人倍率、有効求人倍率、正社員の
有効求人倍率は長期的に上昇傾向、完全失業率は低下傾向が続いており、2019年平均で有効
求人倍率は1.60倍、完全失業率は2.4％であった。しかし、2020年の感染症の影響による景
気減退から、いずれの数値も悪化し、2020年平均では有効求人倍率は1.18倍、完全失業率は
2.8％となった。
2021年は、完全失業率は２％台後半を横ばいで推移し、年平均2.8％と、2020年に続き
2019年より高い水準で推移した。また、有効求人倍率は年平均で1.13倍と、2019年平均及
び2020年平均と比べて低い水準となり、雇用情勢に厳しさがみられた。一方、経済社会活動
が徐々に活発化する中、長期的に続く人手不足の状況も背景に、新規求人に持ち直しがみら
れ、新規求人倍率は年平均で2.02倍となった。

第２章
雇用・失業情勢の動向
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第１－（２）－１図 有効求人倍率と完全失業率の推移
○　2009年以降、新規求人倍率、有効求人倍率、正社員の有効求人倍率は上昇傾向、完全失業率は低
下傾向で推移していたが、2020年に感染症の拡大による景気減退の影響を受け、いずれも水準が悪
化した。
○　2021年は、経済社会活動が徐々に活発化する中、長期的に続く人手不足の状況も背景に、新規求
人倍率に持ち直しの動きがみられ、有効求人倍率は年平均で1.13倍となった。また、完全失業率は
横ばいで推移し、年平均で2.8％となった。

　　　　　

有効求人倍率

新規求人倍率

正社員の有効求人倍率

完全失業率（右目盛）

（倍） （％）

（年、月）

資料出所　厚生労働省「職業安定業務統計」、総務省統計局「労働力調査（基本集計）」をもとに厚生労働省政策統括官付
政策統括室にて作成

（注）　１）データは季節調整値。
２）完全失業率は、2011年３月～８月の期間は、東日本大震災の影響により全国集計結果が存在しないため、
補完推計値（新基準）を用いている。
３）グラフのシャドー部分は景気後退期を表す。なお、2018年11月～2020年５月の期間は暫定である。
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●雇用・失業情勢の持ち直しの状況は地域によって異なる
有効求人倍率及び完全失業率の状況を地域別にみていく。
第１－(２)－２図の（１）により、地域別の有効求人倍率の推移をみると、2020年第Ⅰ四半

期（１－３月期）以降、いずれの地域でも有効求人倍率は大きく低下したが、2021年にはお
おむね持ち直しの動きがみられた。一方、「北海道」「南関東」「近畿」は持ち直しの動きが弱
く、横ばい圏内で推移した（付１－（２）－１表）。
同図の（２）により、地域別の完全失業率の推移をみると、2020年第Ⅰ四半期（１－３月

期）以降、完全失業率はいずれの地域でも上昇した。2021年に入ると、おおむね低下傾向に
転じたものの、「北海道」「南関東」「近畿」は、他の地域と比較して高い水準で推移した（付１
－（２）－２表）。

第１－（２）－２図 地域別にみた有効求人倍率と完全失業率の推移
○　地域別の有効求人倍率の推移をみると、感染症の拡大による景気減退の影響を受け、2020年第Ⅰ
四半期（１－３月期）以降、いずれの地域でも大きく低下した。2021年にはほとんどの地域で上昇
傾向がみられる中、「北海道」「南関東」「近畿」は横ばい圏内で推移した。
○　また、地域別の完全失業率の推移をみると、2021年はいずれの地域においてもおおむね低下傾向
で推移しているものの、「北海道」「南関東」「近畿」では他の地域と比較して高い水準で推移した。

全国計

北海道
東北

南関東

北関東・甲信

北陸

東海

近畿

中国・四国

九州・沖縄

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

（１）有効求人倍率（地域別）

全国計 北海道 東北 南関東 北関東・甲信 北陸 東海 近畿 中国・四国 九州・沖縄

（倍）

（年、期）

全国計

北海道

東北

南関東

北関東・甲信
北陸

東海

近畿

中国・四国

九州・沖縄

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

（％） （２）完全失業率（地域別）

（年、期）

資料出所　厚生労働省「職業安定業務統計」、総務省統計局「労働力調査（基本集計）」をもとに厚生労働省政策統括官付
政策統括室にて作成

（注）　１）（１）の数値は四半期の受理地別有効求人倍率（季節調整値）。
２）（２）の全国計の数値は月次の季節調整値を四半期に単純平均したもの。
３）各ブロックの構成の都道府県は、以下のとおり。
北海道：北海道
東北：青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県
南関東：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県
北関東・甲信：茨城県、栃木県、群馬県、山梨県、長野県
北陸：新潟県、富山県、石川県、福井県
東海：岐阜県、静岡県、愛知県、三重県
近畿：滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県
中国・四国：鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県、徳島県、香川県、愛媛県、高知県
九州・沖縄：福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県

23

第
２
章

第２章　雇用・失業情勢の動向



●2021年の我が国の就業率は約６割であり、就業者のうち約半数が正規雇用労働者、約３割
が非正規雇用労働者である
次に、我が国の労働力の概況をみていく。
第１－(２)－３図により、2021年の我が国の労働力の概況をみると、我が国の15歳以上人
口に占める就業者の割合は約６割であり、就業者のうち、約半数が正規雇用労働者、非正規雇
用労働者は３割程度となっている。

第１－（２）－３図 我が国の労働力の概況（2021年）
○　我が国の15歳以上人口に占める就業者の割合（就業率）は約６割であり、就業者のうち約半数が
正規雇用労働者、約３割が非正規雇用労働者となっている。
○　男女別にみると、男性の就業率は約７割、女性の就業率は約５割となっている。

自営業主・家族従業者： 万人

役員： 万人

正規雇用労働者： 万人

不本意非正規雇用労働者： 万人

その他の非正規雇用労働者： 万人

その他・不明： 万人

就業者（従業者＋休業者）： 万人、 ％

非正規雇用労働者： 万人

雇用者： 万人

従業者： 万人

休業者： 万人

完全失業者： 万人

完全失業者以外の失業者：

万人

就業希望者： 万人

その他： 万人

男女計
歳以上人口 ： 万人

労働力人口 ： 万人

就業者 ： 万人

完全失業者 ： 万人

非労働力人口 ： 万人

従業者： 万人

休業者 万人

完全失業者： 万人

完全失業者以外の失業者：

万人

就業希望者： 万人
その他： 万人

男性歳以上人口 ： 万人

労働力人口 ： 万人

就業者 ： 万人

完全失業者 ： 万人

非労働力人口 ： 万人

従業者： 万人

休業者： 万人完全失業者： 万人

完全失業者以外の失業者

万人

就業希望者： 万人

その他： 万人

女性歳以上人口 ： 万人

労働力人口 ： 万人

就業者 ： 万人

完全失業者 ： 万人

非労働力人口 ： 万人

資料出所　総務省統計局「労働力調査（詳細集計）」をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成
（注）　１）「労働力人口」は「労働力調査（詳細集計）」の「就業者数」と「完全失業者数」を合計したものであり、

「労働力調査（詳細集計）」の「労働力人口（公表値）」とは異なる。
２）「非労働力人口」は「労働力調査（詳細集計）」の「非労働力人口」と「完全失業者以外の失業者」（「労働
力調査（詳細集計）」の「失業者」から「完全失業者」を差し引いたものとして算出）を合計したものであ
り、「労働力調査（詳細集計）」の「非労働力人口（公表値）」とは異なる。

３）「失業者」は、「就業しておらず、調査期間を含む１か月間に仕事を探す活動や事業を始める準備を行って
おり（過去の求職活動の結果待ちを含む。）、すぐに就業できる者」、「完全失業者」は、「失業者」のうち「毎
月の末日に終わる１週間（12月は20日～26日の１週間）に仕事を探す活動や事業を始める準備を行った者
（過去の求職活動の結果待ちを含む。）。
４）「不本意非正規雇用労働者」は、非正規の職員・従業員のうち、現職に就いた理由が「正規の職員・従業員
の仕事がないから」と回答したもの。「その他の非正規雇用労働者」は、非正規の職員・従業員から「不本
意非正規雇用労働者」を差し引いたものとして算出。

５）非労働力人口のうち「その他」は、「非労働力人口（公表値）」より「就職希望者」を差し引いたものとし
て算出。

６）上記の数値は、ベンチマーク人口を2020年国勢調査基準に切り替えたことに伴い、新基準のベンチマー
ク人口に基づいた数値。
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